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論 文 内 容 要 旨

本論文 は、不確実 な環境変化に迅速かつ的確に適応す る経営戦略のニーズと従業員個々人の欲求

充足 とを同時的に達成す るたあの人事管理の再構築にっいて、一定の枠組みを提示 しようと したも

のである。

今 日の日本企業の人事管理を取 り巻 く状況 は、経営環境が不確実かつ急激に変化す ると同時 に、

人材が多様化 し彼 らの就業形態 も大 き く変貌 してきている。その結果、今 日の人事管理は、企業組

織が不確実 な環境変化に適応するための経営戦略 との連動を企画す るだけでな く、企業 と従業員 と

の関係 をも見直 しする必要 に迫 られていると考え られる。

しか しなが ら、今 日の日本企業の人事管理 は、環境変化 に適応す ると同時に人材 の多様化 という

課題 に十分対応で きているであろうか。変化への対応 は多少見 られ るものの、従来か らの新卒の本

社一括採用に代表 されるような本社人事 スタッフによる集中型の人事管理形態は未 だ大 きく変容 し

ているとは言 い難い。また、「ホワイ トカラー」 と 「ブルーカ ラー」 とい う従来か らのカテゴ リー

に依存 した一律的な人事管理が行われているのが現状であろう。

近時の人事管理においては、 ライ ン管理職 と専門職等 の人事制度の複線化や個別管理 の重要性が

叫ばれてきてはいるが、本社人事スタッフ主導 による人事諸制度の改訂に関する議論に終始す るこ

とが多 くみ られる。 そこでは、具体的にどのような タイプの人材 に対 して、如何なる機能を誰が担

うのかとい うことが明 らかにされてはいない。 それ故に、本社人事スタッフだけがひたす ら人事制
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度 の改訂 を して も、絵 に描 いた餅 になって しま うことが少な くないのである。

そ こで考え られることは、 これ までのホ ワイ トカ ラーとブルーカラーという二分法ではな く、従

業員の能力や価値観 に即 した新 たな分類による人材 のカテゴ リー化を前提 と して、本社人事 スタッ

フだけでな くライ ン管理者 も含あた複数の主体 による人事管理の再構築が必要 にな って きているの

ではないだろ うかとい うことである。

このよ うな問題意識 に基づ き、本論文では2っ の視点か ら考察 を行 う。 まず、企業側 の視点 に立

ち、人事管理の機能 と主体 の関係を中心に考察 し、本社人事 スタッフの今 日的な役割や位置づ けを

レビューす る。次 に、従業員側の視点か ら、個 々人 の価値観や能力に応 じた企業 との関係によって

分類 される 「コア人材」、「ノン ・コア人材」、「テ ンポラ リー人材」 という新たな人材カテゴ リーを

基 にして、本社人事 スタッフ、部門人事ス タッフ、 ライ ン管理者 による人事管理 の機能関係 を考察

する。

第1章 「今 日の人事管理の課題」では、経営環境 や労働市場 と人事管理の変遷 を歴史的に概観 し、

その中か ら人事管理に係わる今 日的課題を浮 き彫 りにする。すなわち、第一に人材配置や人材開発

などが環境適応のための経営戦略 に深 く関係 していること、第二 に企業 と従業員 との関係が彼 らの

価値観の多様化や能力 の相違 に応 じて複雑で多様な ものとな ってきていること、第三に新たな企業

と人材 との統合化のあ り方を模索せざるを得な くな ってきていることなどが示 される。

第2章 「本社人事マネジャーの仕事」では、!997年7月 か ら8月 にかけて 日本企業8社 の本社人

事マネジャーの延べ10日 間 にわたる業務活動 を 「日誌法」によって記述 した調査結果 をもとに して、

今 日の 日本企業にお ける本社人事 スタッフの活動や仕事 の実情を明 らかに した。すなわち、一般的

には企業全体の人事管理の指令塔 としての中枢的な戦略的機能を担 うのは本社人事 スタッフである

が、現実の本社人事スタッフは、定型的な処理や限 られた情報に大 きく依存 してお り、突発的でオ

ペレーショナルな人事管理業務 に追 われているのが実際的な態様 なのである。従 って、幅広い情報

共有化や定型的な人事管理業務 の効率化を推進 させてい くことが重要 な課題 となっているように考

え られる。

第3章 「人事管理機能 の集中と分散」は、人材の適正配置に関す る人事管理 を、 日本の大手電気

通信機器製造企業の事例を通 して考察 した ものである。当該大手企業の多角化 に伴 ない、独 自の事

業戦略の遂行に必要 な人材を配置 しよ うとす る部門人事 スタッフと、全社戦略的な視点 か ら事業部

門の壁 を超 えて人材 をローテー ションもしくは戦略的に集中配置(投 資)し よ うとす る本社人事 ス

タッフとの間に軋礫が生ず る。 この際、詳細 な現場 の情報や人材情報を豊富に把握 している部門人

事スタッフは、本社人事 スタッフに比べて有利 な調整を行 うことができる。すなわち、人事情報 を

中心 とす る現場 の様 々な情報が分散 しているために、本社人事スタッフは必要な情報を集中的に管

理で きず、公式的な人事権限 とは裏腹 に結果的 には権限委譲をせ ざるを得 ないのである。

第4章 「人事管理 の3次 元機能構造」 は、人材開発を中心 とした人事管理 の機能 とその主体 につ

いて、 日本の大手 タイヤ製造企業 の事例 を通 して考察 したものである。人材 の確保、配置、育成 に

関係す る人事管理 には、短期的で環境即応的な側面 と中長期的で戦略投資的な側面 とがある。そ し

経283



て、 これ らの人事管理の異なる側面 に応 じて、その機能主体である本社人事 スタッフ、部門人事 ス

タッフ、 ライ ン管理者がそれぞれ一定の役割を担 っている。彼 らによる有機的な コラボ レーシ ョン

の実現 によって、環境即応的な人事管理 と環境創造的な人事管理 とが調和 して有効 に機能す るもの

と考え られる。

第5章 「コア人材 の人事管理」は、正規従業員の うち自立的な 「コア人材」に関す る新 たな人事

管理の重要性にっいて、先進的な日本の大手化学製造企業 の事例を通 して考察 したものである。彼

らの知識や能力を開発 し発揮 させ ることは、既存の組織にイノベー ションを引 き起 こした り、新 た

な製品やサー ビスおよび事業を創造す ることに深 く関係 している。従 って、彼 らに対す る人事管理

の在 り様は、今 日の不確実性の高い環境変化 に迅速かっ的確に適応す るための経営戦略に密接 に関

係す ることになる。 それ故に、彼 らに関す る詳細な人事情報をデータベース化 し、それを基 にして

彼 らのキャ リア開発 を戦略的に計画 ・実行 してい くことが必要不可欠にな ると考え られ る。

最終 の第6章 「人事管理 の再構築 に向 けて」で は、 日本企業 における多様化 した人材に対する人

事管理 の主体 とその機能を整理 し、具体的な人事管理の再構築 に関す る方向性およびその実現 に必

要な課題解決の方策を明 らかにした。 まず、不確実で急激な環境変化への迅速かっ的確な適応 には、

人事情報の共有化を前提にして、本社人事スタッフによる戦略投資的な統合的機能 と部門人事 スタッ

フや ライン管理者による現場の状況に応 じた市場即応的な分散的機能 とが有機的 に連携することが

重要である。そ して、「コア人材」に対 しては彼 らの 「自己人事」を尊重 したキャ リア形成 の支援、

「ノン ・コア人材」 に対 しては彼 らの適性 を中長期的かっ的確 に把握 しなが ら幅広い自己啓発の支

援、「テ ンポ ラリー人材」 に対 しては労働市場全般 における相対的なイ ンセ ンテ ィブの創出などが

重要になる。

以上みて きたように、経営環境が不確実 に激変 していくグローバル化時代の人事管理においては、

短期的で環境即応的な対応か ら中長期的で環境創造的な対応まで、時間的にも空間的 にも幅広 く複

雑 な機能が要求 されているのであ り、他方、従業員自身 も自らのキャ リア形成 を主体的に考え、 自

分 自身への自己啓発などの投資を積極的に展開 してい くことが必要になって きている。 このよ うな

状況では、 日本企業の人事管理の再構築には、 まず人事情報データベースによる人事情報の共有化

と分散型情報処理 システムによる人事管理業務の効率的な遂行を前提 と した、本社人事 スタッフ、

部門人事スタ ッフ、 ライ ン管理者による有機的なコラボ レーションが必要不可欠 と考え られ る。そ

の際、人事管理 の中枢に位置する本社人事 スタッフに対 し、企業 の側か らの経営戦略上のニーズと

従業員 の側か らの個人的 なニーズとの統合化 に向 けた 「戦略型人事管理」 の主導が要請 され るので

ある。
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論 文 審 査 結 果 の 要 旨

本論文 は、激 しく変動す るビジネス環境の下で、経営戦略 と連動する人事管理の在 り方が問われ

ていることに鑑 み、我が国大企業 における人事管理 の現状を事例的に考察 しっっ、今後 の人事管理

の在 り方に対 して一定の方向性を提示 しよ うとした ものである。

論者 は、 まず各業種 の大企業8社 において 「日誌法」調査 を行い、本社人事 マネジャーの仕事内

容、す なわち経営戦略に直接的に係わる職務活動は殆 ど見 られず、 日常的 ・定型的な活動の多いこ

とを明 らかにす る。 また、多数事業部制を導入 している大手電機企業 の事例か らは、人事情報が各

事業部門において統制 され、本社人事部は必要で十分な人事情報 を持 ち得ていない ことを明 らかに

する。 このような実情をふまえ、論者 は、人事管理の主体を本社人事スタッフ、部門人事 スタッフ、

部門 ライ ン管理者の3つ に分 け、 同時に人事管理の対象 としての従業員を コア人材、 ノン ・コア人

材、 テ ンポラ リー人材の3つ に分 け、 それ らを組み合わせた人事管理 のマ トリックスを提示す る。

とりわけコア人材に着 目 し、彼等 のキ ャリア開発を計画的に実行 してい くことの必要性 を先進事例

を もとに強調す る。 そ して、 これ らの ことを推進 してい くために、本社 スタッフ、部門スタッフ、

部門 ライ ンの有す る人事情報をデーターベース化 した分散型人事情報処理 システムの確立 を要請 し、

管理主体3者 のコラボレーションによる人的資源の環境適応的な戦略的配分を主張す る。

か くなる人事管理 の再構築 の立論 において、経営戦略 と人事管理 に係わ る組織内パ ワー問題の考

察およびコア人材による自己人事 などの用語概念等 に関 し不十分な点が見出される。 しか し、独 自

の調査を もとに、我が国大企業 における人事管理の実情 を析 出 し、かっその問題性を明 らかに した

上で、一定の考 え方を提起 したことは、人事管理研究 に対 して貢献をなす もの と思料 される。

よって、博士(経 済学)論 文 と して合格 とす る。
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